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（１）市町村の相談支援体制等の整備に向けた県の支援・取組み 

【基本的考え方】 

○「家庭養育優先原則」の理念、及び児童相談所への虐待相談の対応のうち、

95％以上が在宅支援となっていることを踏まえ、県は、適切な在宅支援が行

われるよう、児童相談所と要保護児童対策地域協議会との連携を強化しなが

ら、市町村の子ども家庭支援体制の構築等を支援していきます。 

○県は、各総合支庁と共に、虐待の防止、早期発見・早期対応のため「子育て

世代包括支援センター」と「市町村子ども家庭総合支援拠点」の設置により、

市町村において母子保健分野と子ども家庭福祉分野の連携を強化し、切れ目

のない支援を行うことができる体制整備を支援していきます。 

〇市町村の支援は、常に家庭全体を把握し、家庭の力を引き出すことによる「養

育支援」であり、子どもの身近な場所における継続的な支援となります。県

では、子どもへの支援が確実に実施されるよう、各市町村の実情・地域性を

十分に踏まえた支援を行っていきます。 

○子ども（その保護者）への直接支援も重要であり、市町村の支援メニューが

充実するよう支援を行っていきます。 

○母子生活支援施設は、従来から母子を分離せずに入所させ、家庭養育の支援

を実践してきた施設であり、「家庭養育優先原則」の理念にも合致する施設

です。県は、各総合支庁と共に、ＤＶ対応と児童虐待対応との連携強化を踏

まえ、市町村での施設活用が図られるよう取り組んでいきます。 

【現状】 

○平成 30 年度に本県の児童相談所で虐待認定されたケースの対応のうち

96.2％が在宅支援となっています。 

○令和元年８月に県内４地域で市町村意見交換会を開催し、市町村の相談支 

援体制の現状把握と必要な支援について意見聴取を実施しました。 

○子育て世代包括支援センターは、保護者の総合的相談や支援をワンストップ

で行う機関であり、妊産婦・母親の孤立感、負担感の解消を課題の一つとし、

「母子を支援する父親支援・育成」の視点からも支援を行っており、令和元

年度末までに全市町村に設置できるよう、市町村が設置を進めています。県

では、センターに配置する母子保健コーディネーターの人材養成研修を実施

する等支援を行っており、令和元年度の養成研修では、「妊娠期からの父親

支援」も研修科目としております。 

○市町村子ども家庭総合支援拠点の整備については、令和４年度までに全市 

町村に設置できるよう、市町村が設置を進めています。 
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【市町村の相談支援体制の現況と目標】 

指 標 現況値（Ｒ元.12.１現在） 目標値 

子育て世代包括支援センター 30 市町 35 市町村（令和元年度末） 

市町村子ども家庭総合支援拠点 ３市町 35 市町村（令和４年度まで） 

  

○子ども（その保護者）への直接支援に関する市町村の支援メニューとしては、

以下の取組みが実施されています。 

 

支援メニュー 

子育て短期支援事業 乳児家庭全戸

訪問事業 

養育支援 

訪問事業 ｼｮｰﾄｽﾃｲ ﾄﾜｲﾗｲﾄｽﾃｲ 

人数 延日数 人数 延日数 実績（家庭数） 実績（家庭数） 

Ｈ２８（実績） 67 326 11 19 6,543 1,611 

Ｈ２９（実績） 41 169 4 7 6,227 1,573 

Ｈ３０（実績） 46 283 5 17 5,748 1,737 

  

○子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ）については、

令和元年度は 18 市町が児童養護施設等９施設と契約し実施しています。１

町については、ファミリーホームと契約しています。 

 ○県内には、いわゆる「ショートステイ里親」を行っている里親はいません。 

 ○母子生活支援施設の活用については、下記の状況です。（市町村アンケートより） 

 

（Ｑ）母子生活支援施設の活用状況（選択） 

（Ａ） 

積極的に活用している 4 市町村（11.4%） 

ニーズに応じて活用している 10 市町村（28.6%） 

ニーズがほとんど無い 21 市町村（60.0%） 

 

 〇要保護児童対策地域協議会に登録されているケース数は、以下のとおりで

す。（令和元年７月１日現在） 

 

要保護児童 ６２５人 

要支援児童 ３３７人 

特定妊婦 ２０人 

合計 ９８２人 

  



17 

 

○県では、要保護児童対策地域協議会の活動促進と円滑な運営、市町村職員に

対する専門性向上のための研修を実施しています。また、児童相談所のスー

パーバイザー職員等を派遣し、市町村の相談体制の強化を図っています。 

 

【課題】 

○市町村職員による「在宅支援」の受入に拒否的な保護者もおり、十分に必要

な支援が行えない場合があります。※市町村アンケートでは、「市町村に権限がな

い」「家庭に踏み込めない」という意見がありました。 

○全国の虐待による死亡事例が０歳児に多いことを踏まえ、支援が必要な妊産

婦（特定妊婦等）の把握と妊娠期からの支援が重要になります。 

○子育て世代包括支援センターについて、人材の確保が困難という市町村の声

が寄せられています。 

○市町村子ども家庭総合支援拠点の設置や運営について、市町村から以下の声

が寄せられています。（市町村アンケートより） 

（Ｑ）拠点設置に向けて県（児童相談所）に求める支援は何ですか？ 

（Ａ）①設置方法や運営に関する専門的なアドバイス 27 市町村 (77%) 

    ②専門的な人材の育成支援          26 市町村 (74%) 

    ③設置・運営にかかる財政的支援       23 市町村 (66%) 

   ④児童相談所との連携強化          12 市町村 (34%) 

   ⑤その他（専門的な職員派遣など）       3 市町村  (9%) 

○子育て短期支援事業については、児童養護施設・乳児院が近くにないことか

ら、実施に至らない市町村も多い状況です。また、ショートステイ枠を設定

している施設もありますが、各施設とも受け入れ可能な人数が少なく、年齢

制限もあるため、利便性に課題があります。一方で、利用される方の伸びも

小さく、県民への制度周知を行う必要性もあります。 

○母子生活支援施設の活用については、ニーズがほとんどないとした市町村が

６割あることから、県民への制度周知にも課題があります。 

○厚生労働省通知「要保護児童対策地域協議会構成員への参画について」（令

和元年８月１日）に基づき、児童虐待の特性とＤＶの特性が相互に重複して

発生することを踏まえ、要保護児童対策地域協議会へのＤＶ支援機関の参画

を促す必要があります。 

【取組】 

○改正児童福祉法により児童相談所の指導措置（児童福祉法第 27 条第１項第

２号）委託として、児童相談所の措置の下、市町村が必要な支援を保護者や

子どもに行うことができるようになっており、市町村と十分に連携しながら

必要に応じて活用していきます。 
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○特定妊婦等の把握及び支援による虐待の防止については、市町村の母子保健

分野（子育て世代包括支援センター）と子ども家庭福祉分野（市町村子ども

家庭総合支援拠点）の連携や、要保護児童対策地域協議会における関係機関

の連携が不可欠であり、研修等を通じて連携の強化に取り組みます。 

○「子育て世代包括支援センター」については、本県独自の補助事業である「よ

うこそ赤ちゃん応援メッセージ・ギフト事業」を実施しながら、引き続き妊

娠期から出産・子育て期にわたる切れ目のない支援の活性化に取り組んでい

きます。併せて、「母子保健コーディネーター養成事業」と「子育て支援員

研修事業」により、引き続き人材の確保に取り組んでいきます。 

○「市町村子ども家庭総合支援拠点」の設置に向けた支援については、以下の

取組みを令和２年度から実施します。 

①市町村説明会を実施し、拠点整備について、外部講師の講演や意見交換等

の実施により、設置促進を図ります。 

②市町村へ児童相談所の専門職員を派遣する「山形県児童相談所スーパーバ

イザー派遣事業」を活用し、専門的な助言を行うことで市町村拠点の体制

強化を図っていきます。 

③現在の要保護児童対策調整機関の調整担当者研修の対象を、市町村子ども

家庭総合支援拠点の職員に広げて実施し、人材育成を行っていきます。 

④各総合支庁において、管轄する市町村の実情に応じ、厚生労働省のマニュ

アルに沿った助言などの支援を実施していきます。 

○子育て短期支援事業の実施に当たっては、県として「ショートステイ里親」

の確保に努めながら、受け入れ可能な施設・里親等を斡旋するなどして、事

業実施市町村の拡大を図るとともに、住民への周知を促していきます。 

○山形県子育て推進部子ども家庭課長通知「要保護児童対策地域協議会構成員

への参画について（依頼）」（令和元年８月２日付け子家第 565 号）に基づき、

要保護児童対策地域協議会に、配偶者暴力相談支援センター及び福祉事務所

の参画を促し、ＤＶ対応と児童虐待対応との連携強化を図っていきます。ま

た、連携強化を図る中で、母子生活支援施設の積極的な活用、住民への制度

の周知についても促していきます。 
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（２）児童家庭支援センターの機能強化及び設置促進に向けた取組み 

【基本的考え方】 

 〇児童家庭支援センターは、専門的な知識及び技術を有し、地域において児

童に関する家庭等からの相談に応じており、「在宅支援」の重要な役割を担

っています。県では、引き続き、その設置・運営の支援を行っていきます。 

【現状】 

○現在、村山地域１か所、庄内地域１か所の県内２か所に設置されています。 

 

【児童家庭支援センター設置状況】           （Ｒ元.12.１現在） 

名 称 設置地 設置年度 

児童家庭支援センター シオン 鶴岡市 平成 18 年度 

子ども家庭支援センター チェリー 寒河江市 平成 20 年度 

 

○児童家庭支援センターの相談件数は急増(延相談件数 Ｈ29年2,594件→Ｈ

30 年 4,955 件)しています。 

○24 時間の相談受付に加え、Ｅメールでの相談にも対応しています。 

○心理担当職員が配置され、子どもや保護者のカウンセリング等を実施して 

います。 

【課題】 

 〇児童家庭支援センターは、虐待相談が急増する中で、児童相談所の補完的

役割を果たす拠点として制度化された背景がありますが、センター自体へ

の相談件数が増加している状況となっており、市町村の相談支援体制の構

築等を踏まえ、その役割の整理を行っていく必要があります。 

 ○地域としては、最上地域、置賜地域についてセンターの設置がありません。 

【取組】 

 ○県では、市町村の相談支援体制の構築に取り組んだ上で、児童家庭支援セ

ンターの役割を整理し、引き続き専門的な機能の充実を支援していきます。 

 ○未設置の最上地域、置賜地域についても、虐待相談件数等地域の実情を把

握しながら設置の可能性について検討していきます。 

 


